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Ⅰ は じ め に
本稿は, インターネットを中心とした最新の情報技術を活用した新しいビ
ジネスを研究し, そのビジネスの傾向について考察するものである｡ 中でも,
金融ビジネス, 葬祭ビジネス, 娯楽ビジネス, 健康ビジネスは, 今までの常
識では考えられない新しいビジネスが多く, 活発なビジネスモデル開発が続
いている分野である｡
三井住友銀行による 『パーフェクト特許』１) は, 振込み対象の銀行口座番
号で支払いを特定できる銀行システムであり, 代表的なビジネスモデル特許
である２)｡ しかし, この特許は現状の銀行業務を改善しただけであり, 従来
1
1) 特開2000-082101
2) 青山紘一 『ビジネスモデル特許最前線』 工業調査会
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の銀行業務の域を抜け出すものとは言えない｡ 本稿で取り上げる金融ビジネ
スは, 現状の銀行ビジネスの改善ではなく, まったく新しく創造されたビジ
ネスであり, これからの日本経済に大きな影響を及ぼすと考えられるもので
ある｡
特に, 本稿は, インターネットを活用した電子マネービジネス, 証券化ビ
ジネス, デリバティブビジネス, 債権回収ビジネスなどの新しい金融ビジネ
スを取り上げ, これらのビジネスの将来性を考察する｡ 中でも, 著作権や特
許権を証券化するビジネスと天候や省エネを金融商品化するビジネスは, 今
後の金融ビジネスの将来を考える上で注目される｡ また, 冠婚葬祭ビジネス
は, 少子化と晩婚化による結婚数の減少と多死社会の到来による葬式数の増
加予測の下, 激しく変動する注目ビジネスのひとつであり, 本稿ではインタ
ーネットなどの最新情報技術を大胆に応用した冠婚葬祭ビジネスについて考
察する｡
｢レジャー白書2003｣３) によると, 2002年のレジャー産業の市場規模は82兆
円であり, デフレの中でも増加している｡ これは, ゲーム, アニメ, キャラ
クター, 映画, 旅行, 観光などの娯楽ビジネスがレジャー産業を牽引してい
ると考えられ, 本稿ではこれらの娯楽ビジネスについて研究する｡ また, 健
康ビジネスは, 日本人の健康志向に下支えされ増加傾向にあるが, 本稿は中
でも遠隔診療やインターネット病院などの ｢インターネット活用型健康ビジ
ネス｣ と, 病院で病気を治すという意識から自分の健康状態を自分で管理す
るという意識の変化に適合した ｢自己管理型健康ビジネス｣ を取り上げ, こ
れらの将来性について考察する｡
Ⅱ 金融ビジネス
図１は, インターネットを活用した電子マネーに関するビジネスモデル特
許を1993年から10年間調査した結果である｡ 1993年から2000年までの８年間
はほとんど変化がないが, 2001年と2002年は電子マネーに関するビジネスモ
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号2
3) 日本経済新聞2003年８月９日付
デル特許が急激に増加している｡ 図24は今回の調査対象の推移を示している
が, 特に変化がないことから電子マネーに関する特許だけが増加しているこ
とは明確である｡
なお調査方法は特許庁ホームページの公開特許検索を利用した４)｡
シティーバンクのローゼン・ショーラム・エスは, 公開特許 『電子マネー
システム』５) におて, インターネットを活用して電子マネーを顧客に発行す
ることにより, 安全なオンライン取引ができる電子マネービジネスを提案し
ている｡ また, エヌイーシーフィールディング株式会社の吉冨大吉は, 公開
特許 『携帯電話を用いた電子マネー決済システム』６) において, 携帯電話を
電子マネーのための疑似財布と考え, それに対応する専用端末を店舗側に設
置した電子マネー決済ビジネスを提案している｡
図２は, ネットワークを活用した保険に関するビジネスモデル特許を1993
年から10年間調査した結果である｡ 2001年と2002年は保険に関するビジネス
モデル特許が急激に増加している｡
有限会社ワイズスタッフの吉川寿一らは, 公開特許 『傷害保険加入サービ
経営情報イノベーション研究(その２) 3
4) 特許庁ホームページ http://www.jpo.go.jp/indexj.htm 本論文の年号は特許公開
年であり, 実際の開発時期は特許公開年より１年６ケ月前となる｡
5) 特開2002-230448
6) 特開2002-352173
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ス方法』７) において, 通信端末からネットワークを介して適切な言語で記述
された外国留学用の傷害保険の保険加入証明書や保険証券を発行する新しい
保険ビジネスを提案している｡ また, 三菱商事株式会社の荘司茂雄らは, 公
開特許 『ネットワークにおける保険締結方法』８)において, ファイルデータ
を転送する際に, そのファイルデータに保険を付加するか否かをユーザーに
選択させ, ユーザーが入力した保険条件が承認されたときに始めてファイル
データの転送を許可する新しい保険ビジネスを提案している｡
図３は, 金融商品に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査し
た結果である｡ 2001年と2002年は金融商品に関するビジネスモデル特許が急
激に増加している｡
積水化学工業株式会社の加藤研一らは, 公開特許 『電力モニタリングシス
テムおよび金融商品を利用した省電力促進システムならびに省電力促進方
法』９)において, 省エネを実現した結果を金融商品という目に見える形で電
力消費者に還流することにより, 高い省エネ意識を持たせる新しい金融商品
ビジネスを提案している｡ また, 日本電気株式会社の田中隆広らは, 公開特
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号4
7) 特開2002-259710
8) 特開2002-140526
9) 特開2002-312575
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図２ 保険ビジネス特許の急増
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許 『インターネットを用いたポートフォリオの簡易作成方法』10) において,
インターネットを用いてポートフォリオの簡易作成を行う新しい金融商品ビ
ジネスを提案している｡ この提案は, ユーザーの金融資産を資産運用サーバ
でモデルポートフォリオを計算し, 有効フロンティア曲線上の操作によりシ
ミュレーションポートフォリオを表示し, ポートフォリオを構成する各金融
商品の割合の上限と下限を設定するため, 専門知識を有する営業担当者を確
保する必要がなくなり人件費の削減効果がある｡
図４は, 証券化に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した
結果である｡ 2000年から2002年までは証券化に関するビジネスモデル特許が
急激に増加している｡
村西誠治は, 公開特許 『特許権証券化取引システム』11)において, 知的財
産権を有する者がその事業化資金を調達しやすくなるように知的財産権を証
券化し, 知的財産権の流通を促進する新しい証券化ビジネスを提案している｡
また, 石田雅俊は, 公開特許 『著作物証券認証システム』12)において, 映像,
音楽, ゲームなどのコンテンツの著作物に対して, 製作段階から資金調達手
経営情報イノベーション研究(その２) 5
10) 特開2002-007690
11) 特開2002-024548
12) 特開2002-133110
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図３ ネット活用による金融商品ビジネス特許の急増
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段として証券を発行し, 証券購入者に対して配当として保有する証券数に応
じた著作物ライセンスを与える新しい証券化ビジネスを提案している｡
図５は, デリバティブに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調
査した結果である｡ 1999年から2002年まではデリバティブに関するビジネス
モデル特許が急激に増加している｡
株式会社第一勧業銀行の松原正典らは, 公開特許 『デリバティブ商品販売
管理方法』13) において, トレーダーがプライシングに必要なマーケット・デ
ータを常時更新し, 発注者が取引条件をウェブ画面から送信してトレーダー
用のアプリケーションを直接操作できる新しいデリバティブ商品ビジネスを
提案している｡ また, 株式会社さくら銀行の椎原浩輔らは, 公開特許 『天候
デリバティブプライシングシステム及びその方法』14) において, 気象観測情
報の時系列推移に基づいてプライシングする天候デリバティブビジネスを提
案している｡
図６は, 債権回収に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査し
た結果である｡ 1999年から2002年までは債権回収に関するビジネスモデル特
許が急激に増加している｡
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号6
13) 特開2002-056185
14) 特開2002-288437
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図４ 証券化ビジネス特許の急増
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川上哲洋は, 公開特許 『インターネットを利用した債権回収決済方法』15)
において, 債権回収代行会社が組合員にＩＤ番号及び暗証番号を付与し, 組
合員が債権回収代行会社のホームページにアクセスして債権回収を依頼した
債権について, 債権回収代行会社が債務者と交渉し債権を回収する債権回収
ビジネスを提案している｡ また, 株式会社デジコムの川上幸生らは, 公開特
許 『保険医療報酬債権のファイナンシャルシステム』16) において, 診療報酬
請求に対して支払基金からの支払いを円滑にするために, 診療報酬明細書の
経営情報イノベーション研究(その２) 7
15) 特開2002-312600
16) 特開2002-230298
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図５ デリバティブビジネス特許の急増
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図６ 債権ビジネス特許の急増
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アプリケーションソフトを配信する保健医療報酬債権回収ビジネスを提案し
ている｡
図７は, 証券に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結
果である｡ 2001年と2002年は証券に関するビジネスモデル特許が急激に増加
している｡
東日本電信電話株式会社の小濱剛孝らは, 公開特許 『電力投資システムお
よび電力販売システム』17) において, 証券化したグリーン発電設備の証券の
公募をインターネットで行い, グリーン証券を購入した投資家に発電量から
算出したグリーン証券の価値を通知することにより, 投資家の投資意欲を高
める電力発電の証券ビジネスを提案している｡ また, 小松真実は, 公開特許
『音楽原盤権の証券化の方式選択システム及び証券販売システム』18) において,
音楽制作において資金提供者が保有する音楽原盤権の信託を受ける証券ビジ
ネスを提案している｡
図１～図７に示した新しい金融ビジネスは, 従来の銀行や保険会社や証券
会社における業務改善ではなく, 独創的な発想により従来ビジネスの創造的
破壊を行う新しいビジネスである｡ 特に, 天候や省エネの金融商品化, 著作
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号8
17) 特開2002-175351
18) 特開2002-073971
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図７ 証券ビジネス特許の急増
権や特許権の証券化, 電力や音楽の証券化など, 従来の常識を超えた自由な
発想の金融ビジネスが多く, 現在の産業界の枠組みを超越した新たな産業の
誕生を予感させる｡
中でも, 天候デリバティブは特に注目されるビジネスである｡ 天気予報の
情報が, 農業の作付面積を決め, 農産物の価格を変動させ, エアコンなどの
電気製品の生産計画を決定することはよく知られている19)｡ また, 保険会社
は天気予報の情報を基に風力発電や太陽光発電に十分な日照や風量が得られ
ない場合の危険を補償する保険を始めている｡ それを更に発展させ, 猛暑,
多雨や暖冬などに経営を左右されやすいレジャー, 食品, 衣料関連の企業が,
危険回避のために, 天候デリバティブに契約する場合が多くなっている｡
Ⅲ 葬祭ビジネス
図８は, 結婚式に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した
結果である｡ 2001年と2002年は結婚式に関するビジネスモデル特許が急激に
増加している｡
佐々木征造らは, 公開特許 『インターネットを介した結婚式価格の入札方
法とシステム』20) において, インターネットを介して一度の希望条件の提示
により複数の結婚式実施業者から同時に価格情報を取得できる新しい結婚式
ビジネスを提案している｡ また, 株式会社アイティージェムの中尾勝幸らは,
公開特許 『結婚式の映像及び音声の配信システム及び配信方法』21) において,
結婚式の映像や音声を配信することにより, 結婚式に参列できない遠隔地の
人でも臨場感をもって見ることができるインターネットを介した新しい結婚
式ビジネスを提案している｡
図９は, 葬式に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結
果である｡ 2002年に葬式に関するビジネスモデル特許が急激に増加している｡
経営情報イノベーション研究(その２) 9
19) 村山博，他 『高度知識化社会における情報管理』 2003年４月25日コロナ社
20) 特開2002-189833
21) 特開2002-351476
株式会社東宣エイディの東譲は, 公開特許 『葬儀関係行事支援システ
ム』22)において, 葬儀に参列が困難な寝たきりの人やスケジュールが合わな
い人でも, 葬儀への実際の参列に代わる効果が得られる新しい葬式ビジネス
を提案している｡ この提案は, インターネット上にネット葬儀サイトを設け,
葬儀場に設けたカメラを介して葬儀の様子を実況中継し, ネット弔電, ネッ
ト香典, ネット焼香の申込みが可能な葬式ビジネスである｡
また, 木村正美らは, 公開特許 『インターネット上のホームページを利用
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号10
22) 特開2002-312512








	





  

	















    



特許公開年
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
30
25
20
15
10
5
0
図８ 結婚式ビジネス特許の急増
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図９ 葬式ビジネス特許の急増
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した儀式方法, およびインターネット上のホームページを利用した儀式シス
テム』23) において, 日本国内はもとより世界中の葬式や供養を, 各種宗教に
合わせてリアルタイムまたはバーチャル上で挙げることができるインターネ
ット上の葬祭ビジネスを提案している｡
また, 揚田裕司らは, 公開特許 『ペットの仮想墓碑を提供する方法』24) に
おいて, 飼い主がペットのために葬式, 献花, 墓掃除, 法要を手軽にかつ安
価にインターネットで行うことができる仮想墓碑による新しい葬式ビジネス
を提案している｡ また, 田村美津子は, 公開特許 『生前予約システム』25) に
おいて, 密葬から永代供養までを生前予約することで, 家の跡取りではない
人や独身者に利用し易い葬祭ビジネスを提案している｡
図８と図９が示すように, 冠婚葬祭ビジネスモデル特許が増加している｡
これは, 結婚式や葬式に対する人の意識が変わりつつあり, 従来の形式に固
定されたものではなく, 自分たちの考えやスタイルを主張する自由な発想の
結婚式や葬式を望む人の増加が背景にある｡ 従来の婚姻は家同士のつながり
が主体であり, それを反映して神前結婚式, 仏前結婚式, 教会結婚式などに
親戚・親族が寄り集まり, 厳粛な雰囲気で始まるものであった｡ しかし, 最
近は, しきたりや儀式にこだわらず列席者を証人とした人前結婚式, 音楽結
婚式, 趣味を強調した結婚式などの多様な結婚式が増えている｡
また, 葬式においても, 家族葬, 友達葬, 海洋葬, 水葬, 火葬, 土葬, 風
葬, 音楽葬などさまざまな葬式が行われるようになった｡ 更に, 上記のイン
ターネット葬では, 式典を見ることが許された人にはパスワードが送られ,
インターネットを通して出棺や葬列の場面を見ることができ, 遠い親戚でも
葬儀に立会うことが可能になった｡
市場規模から考えると, 結婚式披露宴ビジネスは約２兆円であり, 葬祭ビ
ジネス市場は葬儀, 戒名, 通夜, 飲食接待費用を加えると同じく約２兆円で
経営情報イノベーション研究(その２) 11
23) 特開2002-207835
24) 特開2002-207834
25) 特開2002-056119
ある｡ しかし, 少子化や晩婚化により結婚式が減少する反面, 多死社会が到
来する20年後は, 葬祭ビジネスの市場規模は約３兆円の市場に達すると予想
される｡
そこで, 結婚式ビジネスに比べ葬祭ビジネスの方が成長産業と考える企業
が多く, 多死社会に向けて ｢フューネラルビジネス｣ への異業種参入が加速
しており, 上記のビジネスモデル特許を出願する企業も今まで葬祭ビジネス
とは無関係な企業が多い｡ また, 子供のない親の増加や高齢の独身者の増加
により, 上述の葬儀の生前予約ビジネスは増加する可能性が高い｡
Ⅳ 娯楽ビジネス
図10は, アニメ・ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年
間調査した結果である｡ 1993年から2002年まではアニメに関するビジネスモ
デル特許が増加傾向にある｡
株式会社ノーリツの村上昌義らは, 公開特許 『人体検出装置』26) において,
実際の人の動きを実測し直接的に人体画像を表示することなくアニメーショ
ンで家族の者に知らせることにより, たとえば浴室内の入浴者のプライバシ
ーと安全を確保する健康とアニメを連携させたビジネスを提案している｡ ま
た, 酒井順子は, 公開特許 『漢字速習教材』27) において, 漢字の字源のアニ
メーション画像を出発点として表示し, 漢字を速くかつ正確に習得できる教
育とアニメを連携させたビジネスを提案している｡
図11は, キャラクターに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調
査した結果である｡ 1999年から2002年まではキャラクターに関するビジネス
モデル特許が増加傾向にある｡
日本電気株式会社の岡山高明は, 公開特許 『マスコット・キャラクター提
供方法』28) において, マスコット・キャラクターの身体に広告情報を貼り付
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号12
26) 特開2002-342856
27) 特開2002-207414
28) 特開2002-215922
けてネットワークを介して送信する新しいキャラクター・ビジネスを提供し
ている｡ また, キヤノン株式会社の金子和恵らは, 公開特許 『キャラクター
生成システム, 装置, 方法, 及びコンピュータ読み取り可能な記憶媒体』29)
において, 使用者が提供する画像や音声データに基づいて使用者のオリジナ
ルキャラクターを生成する新しいキャラクター・ビジネスを提案している｡
図12は, エンタテイメントに関するビジネスモデル特許を1993年から10年
間調査した結果である｡ 2000年から2002年まではエンタテイメントに関する
経営情報イノベーション研究(その２) 13
29) 特開2002-109559
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図10 アニメ・ビジネス特許の急増
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図11 キャラクタ・ビジネス特許の急増
キ
ャ
ラ
ク
タ
ビ
ジ
ネ
ス
特
許
数
ビジネスモデル特許が増加傾向にある｡
ソニー株式会社の増田彰らは, 公開特許 『催事用エンタテイメントシステ
ム』30) において, 結婚式の披露宴の参列者全員が参加できるようにネットワ
ークを利用して, 娯楽と結婚式を連携させた新しいエンタテイメント・ビジ
ネスを提案している｡ また, エイベックス・ネットワーク株式会社の麦林浩
子らは, 公開特許 『ネットワークを利用したエンターテインメントシステム
』31) において, 携帯端末を使用したネットワークゲームの進行に従ってプレ
ーヤーが実際に現実世界を移動し, 実在する店舗や施設などから実際の情報
を取得するエンタテイメント・ビジネスを提案している｡
図13は, 娯楽ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調
査した結果である｡ 1998年から2002年までの５年間は, 娯楽に関するビジネ
スモデル特許が増加傾向にある｡
シャープ株式会社の小河毅らは, 公開特許 『健康管理システム及び娯楽シ
ステム』32) において, 利用者の動作が目標運動量となるように利用者の予想
に反する時期にイベントを発生させ, 体験を重ねた利用者にとっても驚きと
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号14
30) 特開2002-342522
31) 特開2002-049681
32) 特開2002-301050
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図12 エンターテイメント・ビジネス特許の急増
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興奮を減じさせない娯楽と健康を連携させた新しいビジネスを提案している｡
また, 富士写真フイルム株式会社の河田研らは, 公開特許 『娯楽施設情報化
システムおよび娯楽施設用チケット』33) において, 娯楽施設のチケット情報
を活用することにより, 利用者は娯楽施設を効率的に利用でき, 娯楽施設側
は再訪や収益の増加を見込むことができる娯楽施設情報化ビジネスを提案し
ている｡
図14は, ゲームに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した
結果である｡ 1993年から2002年まではゲームに関するビジネスモデル特許が
増加傾向にある｡
株式会社エス・アール・ピーの定永昭紀らは, 公開特許 『インターネット
によるバーチャルチーム編成ゲームシステム』34) において, インターネット
配信によるチームスポーツゲームの試合終了後に成績を評価し, 速やかに各
選手に送信する新しいゲーム・ビジネスを提案している｡ また, 松下電器産
業株式会社の梅田泰文らは, 公開特許 『ネットワークを利用したゲームシス
テム』35) において, 複数のユーザー同士が同時に対戦できるネットワーク型
経営情報イノベーション研究(その２) 15
33) 特開2002-123844
34) 特開2002-239231











	



         
	

	

特許公開年
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
160
140
120
100
80
60
40
20
0
図13 娯楽ビジネス特許の急増
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ゲームの対戦結果に応じて支払う料金に差をつけ, 勝利者に賞金を提供する
新しいゲーム・ビジネスを提案している｡
図15は, インターネットを活用した音楽ビジネスに関するビジネスモデル
特許を1993年から10年間調査した結果である｡ 2000年から2002年までは音楽
に関するビジネスモデル特許が急激に増加している｡
ヤマハ株式会社の長谷川豊らは, 公開特許 『音楽演奏の視聴評価方法, シ
ステム, 及び記録媒体』36) において, 視聴者はオンライン送信により応募さ
れた音楽作品をインターネットによるストリーミング配信で視聴し, 携帯通
信端末を介して視聴者の評価結果を送信することにより, 音楽作品が適切に
選別される視聴評価ビジネスを提案している｡ また, シャープ株式会社の豊
田好一らは, 公開特許 『音楽用データ配信システムおよび配信方法ならびに
配信プログラムを記録した記録媒体』37) において, レンタル店にてレンタル
したことのある音楽媒体の歌詞データやレーベルデータを顧客がいつでもダ
ウンロードできる新しいビジネスを提案している｡
図16は, インターネットを活用した映画ビジネスに関するビジネスモデル
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号16
35) 特開2002-102541
36) 特開2002-162974
37) 特開2002-207490
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図14 ゲームビジネス特許の急増
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特許を1993年から10年間調査した結果である｡ 2001年と2002年は映画に関す
るビジネスモデル特許が急激に増加している｡
株式会社リオの山根高志らは, 公開特許 『複合映画館における顧客への情
報提供システム』38) において, ネットワークを介してコンテンツサーバへの
情報格納と更新の自動化を図る新しい複合映画館ビジネスを提案している｡
また, エヌイーシーモバイリング株式会社の中村珠美らは, 公開特許 『映画
館座席予約システム, 映画館座席予約方法および映画館座席予約センタ
経営情報イノベーション研究(その２) 17
38) 特開2002-099659
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図15 ネット活用による音楽ビジネス特許
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図16 ネット活用による映画ビジネス特許の急増
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ー』39)において, 利用者がいつでもどこでも映画館の座席をインターネット
予約でき, 指定した映画館でチケットを購入できる新しい映画館座席予約ビ
ジネスを提案している｡
図17は, 観光ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調
査した結果である｡ 2001年と2002年は観光に関するビジネスモデル特許が増
加している｡
松下電器産業株式会社の中村哲朗らは, 公開特許 『観光情報提供システ
ム』40)において, 観光客が携帯端末を利用して目的地周辺の観光情報だけで
なく経路周辺の観光情報も入手でき, 店舗側が広告情報や特典情報による来
客の増加を期待できる新しい観光ビジネスを提案している｡ また, 三菱重工
業株式会社の穂坂重孝らは, 公開特許 『観光案内方法および観光案内装
置』41) において, 観光客の携帯端末に希望見学先の最適な順路情報を提供す
ることにより, 観光客が混雑を避け効率よく見学できる新しい観光ビジネス
を提案している｡
図18は, 旅行ビジネスに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号18
39) 特開2002-024465
40) 特開2002-092102
41) 特開2002-024460
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図17 観光ビジネス特許の急増
観
光
特
許
数
査した結果である｡ 2000年から2002年までは旅行に関するビジネスモデル特
許が増加している｡
日本信号株式会社の渡部晴夫らは, 公開特許 『旅行支援システム』42) にお
いて, 旅行者が通信端末から出発地と目的地のデータを入力するだけで, ホ
ストコンピュータが旅行者の下車位置や時刻を把握し運賃を電子決済するた
め, 交通機関のチケット購入が不要となり, 更に旅行スケジュールや旅行ル
ートから外れると警告してくれ予定通りの旅行が安心して行える新しい旅行
ビジネスを提案している｡ また, 株式会社近畿日本ツーリスト情報システム
の星野光央らは, 公開特許 『旅行業者用旅行商品予約システム及び旅行商品
予約方法』43) において, インターネットを介して通信可能とすることにより,
専用回線や専用端末を用いることなく旅行商品の発券を行う新しい旅行ビジ
ネスを提案している｡
図19は, ペットに関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した
結果である｡ 2001年と2002年はペットに関するビジネスモデル特許が増加し
ている｡
日本電信電話株式会社の新津善弘らは, 公開特許 『ペット預かり仲介方法,
経営情報イノベーション研究(その２) 19
42) 特開2002-245132
43) 特開2002-149765
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図18 旅行ビジネス特許の急増
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ペット預かり仲介システム及びペット預かり仲介プログラムを記録した記録
媒体』44) において, インターネットを介して会員登録者に所定枚数の電子ト
ークンを発行し, 会員登録者がペット預かり可能な他の会員を選択してペッ
ト預かりを依頼し, 電子トークンからペット預かり費用を支払う新しいペッ
トビジネスを提案している｡ また, 日立ソフトウエアエンジニアリング株式
会社の佐相敬之らは, 公開特許 『ペット情報総合管理システム及び方法』45)
において, ペット施設の宿舎にいるペットの首輪に埋め込んだ非接触型小型
ＩＣチップにより自動識別し, 飼い主, ペットおよびペット施設従業員間で
インターネットを経由することにより, ペット関連情報を共有できる新しい
ペットビジネスを提案している｡
日本貿易振興会 (ジェトロ) によれば, 米国での日本製アニメ・ビジネス
の市場規模は日本から米国への鉄鋼輸出額の４倍にあたる約5200億円であ
る46)｡ また, 政府の知的財産戦略本部は, 映画などの海外進出支援を盛り込
んだ知的財産推進計画を決定し, 娯楽ビジネスを日本の中軸産業に育成する
意気込みである｡ このような背景の下, 図10～図19に示すように, アニメ,
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号20
44) 特開2002-251537
45) 特開2002-058378
46) 日本経済新聞2003年７月20日付
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図19 ネット活用によるペットビジネス特許の急増
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キャラクター, ゲーム, エンタテイメント, 映画, 音楽, 観光, 旅行, ペッ
トなどの新しい娯楽ビジネスが数多く提案されている｡
アニメ・ビジネスはビデオやＤＶＤ販売収入や映画の興行収入だけでなく,
ぬいぐるみなどのキャラクター商品のライセンス料収入にも及んでいる｡ た
とえば, 任天堂のゲームボーイソフトとして誕生したポケモンは, 映画, ビ
デオ, マンガ雑誌, キャラクター商品などに拡大し, 約２兆円を超えるビジ
ネスとなっている｡ 更に, 上記の新しく提案されたビジネスは, インターネ
ットを仲介にさまざまなビジネスを有機的に融合したものであり, 日本の全
産業に及ぼす娯楽ビジネスの影響は従来に比べ飛躍的に大きくなると考えら
れる｡
元々インターネットは米国で軍事用途のために開発されたものであったが,
今では一般人にも広く普及し, あたかもゲーム, エンタテイメント, 音楽,
映画などの娯楽ビジネスのために最初から開発されたものと間違えるほど,
インターネットと娯楽ビジネスは密着している｡ 上記のビジネスモデルが示
すように, インターネットと娯楽ビジネスとの相性は良く, インターネット
が娯楽ビジネスを支えると同時に, ゲーム, エンタテイメント, 映画, 音楽
などの娯楽ビジネスがインターネットを進化させる ｢相乗効果型イノベーシ
ョン｣ が始まっていると考えられる｡
更に, 娯楽ビジネスとインターネットとの ｢相乗効果型イノベーション｣
だけでなく, 上記の娯楽と健康を連携させたビジネスや娯楽と教育を連携さ
せたビジネスのように, 娯楽ビジネスが連鎖的に娯楽ビジネス以外の新しい
ビジネスを誕生させており, これも ｢相乗効果型イノベーション｣ の一形態
と考えられる｡
Ⅴ 健康ビジネス
図20は, 健康に関するビジネスモデル特許を1993年から10年間調査した結
果である｡ 2001年と2002年は健康に関するビジネスモデル特許が急激に増加
している｡
経営情報イノベーション研究(その２) 21
三洋電機株式会社の内田昭らは, 公開特許 『健康管理システム及び方
法』47) において, 顧客の健康診断の受診の有無やスポーツクラブ利用回数を
ネットワークにより保険会社へ送信し, 顧客の保険評価ポイントに反映させ,
その累計値に基づいて顧客の次期保険料を算出する新しい健康ビジネスを提
案している｡ また, メディカル・コミュニケーションズ株式会社の桑畑亮嗣
らは, 公開特許 『ネットワークを用いた健康管理方法』48) において, 会員個
人と検査機関および診断機関をインターネットを通じて総合的に結びつけて
日常的に頻繁な臨床検査を行い, 個人の健康管理を低コストで簡便に行う新
しい健康管理ビジネスを提案している｡
図21は, インターネットを活用した介護ビジネスに関するビジネスモデル
特許を1993年から10年間調査した結果である｡ 2001年と2002年は介護に関す
るビジネスモデル特許が急激に増加している｡
株式会社デンソーの寺浦信之らは, 公開特許 『遠隔介護方法』49) において,
インターネットを介して多数の被介護人を容易に監視することができる遠隔
介護ビジネスを提案している｡ また, 日本電気株式会社の五十嵐敬祐らは,
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号22
47) 特開2002-263071
48) 特開2002-007566
49) 特開2002-352354
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図20 健康ビジネス特許の急増
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『介護サービス支援方法及びシステム』50) において, 介護保険だけでは充足さ
れないサービスをインターネットによる申込み及び決済を簡単に行う新しい
介護ビジネスを提案している｡
図22は, インターネットを活用した安全ビジネスに関するビジネスモデル
特許を1993年から10年間調査した結果である｡ 1998年から2002年までの５年
間は, 安全に関するビジネスモデル特許が増加している｡
日本ガード株式会社の不破欣昭らは, 公開特許 『セキュリティシステ
ム』51) において, インターネットを活用して迅速に警備対象の安全管理を行
うことができる新しいセキュリティビジネスを提案している｡ また, アジレ
ント・テクノロジー株式会社の山本健司らは, 『セキュリティシステム』52) に
おいて, インターネットを利用して正確な情報を効率的に伝達し, 低コスト
で実現する新しいセキュリティビジネスを提案している｡
図23は, インターネットを活用した病院ビジネスに関するビジネスモデル
特許を1993年から10年間調査した結果である｡ 2001年と2002年は病院に関す
るビジネスモデル特許が急激に増加している｡
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50) 特開2002-236754
51) 特開2002-183852
52) 特開2002-170174
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図21 ネット活用による介護特許の急増
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ジェイビー株式会社の岸本和博らは, 公開特許 『インターネット病院シス
テム』53) において, 患者がインターネット病院のコンピュータにアクセスし
て, 症状・病歴・希望医師など所定のデータを送信し, インターネット病院
のコンピュータが患者データに基づいて特定の医師を選択し, 診断・処法・
投薬の医師データを作成し患者のコンピュータへ送信する新しい病院ビジネ
スを提案している｡
また, 長谷川成輝らは, 公開特許 『オンライン病院情報検索システム及び
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号24
53) 特開2002-132958
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図22 ネット活用による安全特許の急増
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図23 ネット活用による病院ビジネス特許の急増
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その検索方法, 並びにオンライン病院情報検索システムを実行させるための
プログラム記録媒体』54) において, インターネットで病院情報仲介専門会社
にアクセスし, 病院の名称別, 地域別, 専門科目別, 形態別の項目で検索し,
医師データ, 看護婦数, ベッド数等の病院情報を入手できる新しい病院ビジ
ネスを提案している｡
図20～図23が示すように健康ビジネスは増加傾向にある｡ これは, 国民一
人あたりの医療費が年間24万円を超え, 日本の国民医療費の総額が30兆円に
達したことからも分かるように, 日本人の健康を気づかう傾向が年々上昇し
ていることと健康ビジネスの増加とは無関係ではない｡ これらの健康ビジネ
スの特徴は, 遠隔診療やインターネット病院などのように, インターネット
を活用した健康ビジネスを提案するものが多いことである｡ 更に, この ｢イ
ンターネット活用型健康ビジネス｣ は, 今まで一方通行であった患者と医師
との関係を多様なものとしたため, 上記のような各種の健康ビジネスに発展
させたと考えられる｡
中でも, インターネットは, 病気を病院で治すだけではなく, 病気になる
前に自分の健康状態を自己管理するという意識に変化させた｡ そこで, スポ
ーツクラブ利用回数で保険料を変動させる健康ビジネスや, 家庭診断キット
で自己検診する健康ビジネスや, 着るだけで体調をモニタリングするウエア
ラブル健康ビジネスなどの ｢自己管理型健康ビジネス｣ が増加していると考
えられる｡ また, インターネットを利用した遠隔介護ビジネスだけでなく,
上記のような介護保険だけでは充足されない高齢者用のビジネス, たとえば
墓参りの代行, お墓の清掃代行, 家事や買い物の代行, ペットの世話などの
多様なビジネスを包含した ｢介護医療と非医療との融合型ビジネス｣ は高齢
化時代を迎えて今後ますます拡大すると考えられる｡
Ⅵ ま と め
本稿は, 金融, 葬祭, 娯楽, 健康に関して, インターネットを活用したビ
経営情報イノベーション研究(その２) 25
54) 特開2002-279061
ジネスモデル開発が活発化している現状を明確にした｡ 中でも, 天候や省エ
ネを金融商品とする ｢金融ビジネス｣ と, 著作権や特許権を証券化する ｢証
券ビジネス｣ と, インターネットを大胆に応用した ｢葬祭ビジネス｣ の将来
性は高い｡ また, 日本人の健康志向に下支えされ, 遠隔診療やインターネッ
ト病院などの ｢インターネット活用型健康ビジネス｣ と, 病気を病院で治す
という考えではなく自分の健康状態を自分で管理する ｢自己管理型健康ビジ
ネス｣ が増加傾向にあり, それらの将来性は極めて高いと考えられる｡
更に, ゲームやアニメやキャラクターや映画などの新しいビジネスが数多
く提案されており, これらの ｢娯楽ビジネス｣ はインターネットの拡大とと
もに成長している｡ インターネットと娯楽ビジネスとの相性は良く, インタ
ーネットが娯楽ビジネスを支えると同時に, 娯楽ビジネスがインターネット
を進化させる ｢相乗効果型イノベーション｣ が始まっていることを提言した｡
また, ｢相乗効果型イノベーション｣ が同時並行的に進行するインターネ
ットビジネスにおいては, 本稿で説明した金融ビジネス, 葬祭ビジネス, 娯
楽ビジネス, 健康ビジネスは独立ではなく, 各種のビジネスを有機的に考察
しないとそれぞれのビジネスを解釈できなくなりつつある｡ 本稿が取り上げ
た各種の新しいビジネスは, 従来の各業界の枠組みを超越し, インターネッ
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号26
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図24 調査対象特許の推移
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トという共通の太いパイプで結合され, それぞれが相互に関連しながら進化
していると考えられる｡
（むらやま・ひろし／経営学部教授／2003年９月28日受理）
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An Innovation Study on Management Information (2)
Hiroshi MURAYAMA
In this paper, the businesses of finance, funerals, health, and amusement which
used the Internet are surveyed. The “financial businesses” which make the
weather and the energy financial products, and the “financial businesses” which
securitize copyrights and patents have high possibilities of succeeding. The
“funerals businesses” which utilized the newest information technologies, such
as the Internet, will be successful. Because of Japanese healthy intention, the
new proposals of the “health businesses”, such as remote medical examinations
and the Internet hospitals, have also high possibilities of succeeding.
Furthermore, “amusement businesses” are growing with the expansion of the
Internet. The affinity between the Internet and “amusement businesses” is
very strong. The Internet supports “amusement businesses”, and “amuse-
ment businesses” support the Internet. This shows that the “Synergistic Effect
type Innovation” between amusement businesses and the Internet has occurred.
Key words: Innovation, Business method patent, Finance business,
Funeral business, Health business, Amusement business,
